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研究成果の概要（和文）：　本研究で得られた知見は以下のとおりである。
　第一に、海外雇用政策における家事労働者の「技能化」である。家事労働者が担う再生産労働を料理、掃除等
に細分化し、受入国にはそれぞれにビザを発給してもらうことで、家事労働者の派遣をゼロにしようとする。他
にも移住家事労働経験者に、介護研修を受講させることで「技能化」を試みるプロジェクトも発足した。第二
に、ギグ・エコノミー型の家事労働者に関する知見で、調査からは現行の家事労働者と階層が異なることが明ら
かとなっている。第三に、新型コロナウイルス感染症の影響を調査した結果、雇用主の帰国や失業による解雇、
休職など経済的な打撃および差別的な処遇が明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：  The findings of this study are outlined below.
　The first is a “professionalization” of domestic workers within overseas employment policies. 
The reproductive labor performed by domestic workers is segmented into cooking, cleaning, etc., and 
visas are issued for each of these functions, in an attempt to bring the dispatch of unskilled 
domestic workers down to zero. Furthermore, projects have been launched to offer elder care training
 to people with experience of migrant domestic work in an attempt to “professionalize” them. 
Second, with regard to gig-economy type domestic workers, this research revealed class differences 
between these workers and their employed counterparts. Third, the result of the study on the effects
 of novel coronavirus pandemic revealed discriminatory treatment and financial damage, including 
temporary or permanent dismissal due to the employer losing their job or returning to their home 
country.

研究分野： ジェンダー研究、国際社会学、インドネシア地域研究
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的意義として、第一にインドネシア海外雇用政策における「技能化」傾向を明らかにしたことが
挙げられる。第二に、これまで言及の少なかったギグ・エコノミー型家事労働者の派遣実態把握を試みた（出身
階層、給与、参入の経緯、技能研修）。第三に、ILO189号条約および国内家事労働者の組織化がもたらした、労
働者、使用者双方への意識の変化について指摘した点が挙げられる。
　また、家事労働者の組織化に関し、家事労働者アドボカシー国内ネットワーク（Jala PRT）のナショナル・コ
ーディネータを招聘し、組織化の戦略に関して所属先で公開セミナーを実施し、本調査研究の成果を社会に還元
した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

2011 年成立の ILO189 号条約（通称「家事労働者条約」、以下 C189）を契機として、新規移住
家事労働者送出し一時停止や、停止措置対象国の拡大などインドネシアの海外雇用政策が変化
している。また、近年、スマートフォンのアプリケーションを介した家事労働者の配置、いわゆ
るギグ・エコノミー型家事労働者の配置がジャカルタやスラバヤといった大都市圏を中心とし
て拡大しており、従来の「住み込み型」を基本とし、「疑似家族」としてみなされがちな家事労
働者、「疑似家族」であるがゆえに労働者としての基本的権利の充足が不十分であった国内家事
労働者の実態に変容がみられる。 
またインドネシアは、移住家事労働者と国内の家事労働者の輩出層が一部重なっており、双方

を接合して論じることが肝要であると考えられる。以上を踏まえ、本研究では、移住・家事労働
者の実態変容を、政策的側面、ギグ・エコノミー型家事労働者への調査から明らかにしたいと考
えた。また、国内家事労働者の実態変容をとらまえるうえでは、2000 年代に入って活発となっ
た国内家事労働者の組織化も考察する必要がある。 
そのため、本調査研究では、①C189 を契機としたインドネシア海外雇用政策の変遷、②ギグ・

エコノミー型家事労働者の実態把握、③国内家事労働者の組織化、の 3 点から移住・家事労働者
の実態の変容を考察した。 
 
 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、インドネシアにおける「移住・家事労働者」の変容を、インドネシアの海外
雇用政策および国内家事労働者の派遣形態の変化から捉えようとするものであった。 
 
 
 
３． 研究の方法 
 上記の研究目的を明らかにするために、①C189 を契機とした海外雇用政策の変遷、②ギグ・
エコノミー型家事労働者の実態把握、③国内家事労働者の組織化の 3 点から移住・家事労働者の
実態変容を把握するべく、インタビュー調査及びアンケート調査を実施した。 
第一に、C189 を契機とした海外雇用政策の変遷に関しては、労働省、インドネシア人移住労

働者保護庁（旧 BNP2TKI, 現 BP2MI）、そして移住労働者支援 NGO にインタビュー調査を実施
した。 
第二に、ギグ・エコノミー型家事労働者の実態把握については、特にジャカルタ首都圏におい

てスマートフォンアプリケーションを介して各家庭に配置される家事労働者に対し、インタビ
ュー調査を実施した。計画段階では、派遣会社に対しても質的調査を実施する予定であったが、
同社運営の別サービスに従事するバイクタクシー労働者が権利要求のためのデモを実施した直
後から返信が途絶えたため、労働者側に対してのみの調査となっている。 
第三の国内家事労働者の組織化については、主としてジャカルタ首都圏を中心とする家事労

働者組合（Sapulidi: サプリディ）のメンバーリクルート活動や家事労働者の権利を学ぶ
「PRT(Pekerja Rumah Tangga: 家事労働者)の学校」、家事労働者としての「技能」を習得する各種
研修などを参与観察し、移住家事労働の経験があるメンバーにインタビュー調査を実施した。加
えて、2020 年度は新型コロナウイルス感染症（以下 COVID-19）の拡大による国内家事労働者へ
の影響を把握すべく、Jaringan Nasional Advokasi Pekerja Rumah Tangga（家事労働者アドボカシー
国内ネットワーク、以下 Jala PRT）の協力を得てアンケート調査およびインタビュー調査も緊急
実施した。 
  
 
 
４．研究成果 
 本調査研究で得られた知見は、主として以下の三点である。 
 第一に、海外雇用政策の変化により家事労働者を「技能化」するプロジェクトが各省主導で進
行した。C189 を契機として家事労働者の新規送出しが一時停止となった中東・湾岸諸国に対し
ては特に、家事労働者が担う再生産労働を料理人、ベビーシッター、掃除人等々に細分化し、受
入国にはそれぞれにビザを発給してもらうことで、家事労働者の派遣をゼロにしようとするス
キームが考案された。ほかにも移住家事労働経験者に、介護研修を受講させることにより、「技
能化」しようとするプロジェクトも発足した。いずれも現行スキームで派遣される家事労働者を
「低技能」とみなすロジックに基づいている。 
 第二に、ギグ・エコノミー型の家事労働者に関する知見で、本調査対象者からは現行の家事労
働者と階層が異なることが明らかとなった。また、ギグ・エコノミー型の家事労働者は自らを「家



事労働者（PRT）」としては認識しておらず、従来の家事労働者とスマートフォンを介し派遣さ
れる自らの職を明確に区別するナラティブが多数見られた。 
第三に、国内家事労働者の組織化に関する知見である。Jala PRT が国内各地で組織化を進めた

ことにより、2021 年時点で 8 つの家事労働者組合が設立されている。本研究が主たる調査地と
したジャカルタ首都圏においては、調査終了の 2021 年 3 月末時点で 5000 名を超える家事労働
者が組合に加入するまでになった。各組合の取り組みによって雇用保険への加入が進み、一部の
成員の給料や週休を含む雇用条件には改善がみられている。 
また C189 および国内の家事労働者の組織化を受けて、使用者層の意識に変化の兆しがみられ

た。国内家事労働者保護法案は、2021 年時点でインドネシア国会において 17 年間継続審議とな
っているが、家事労働者の組織化について新聞や TV 等メディアで取り上げられる回数が増加し
たこと、インドネシア国内最大の女性団体であり、多くが首長や公務員の妻によって構成される
インドネシア女性会議（Kongres Wanita Indonesia: KOWANI）が支援に動いたことから、注目度が
増している。使用者層が家事労働者を労働者として認めるC189や家事労働者保護法案に言及し、
法案における労働者と自身双方の福祉を訴えたことは注目に値する。 
加えて、当初計画にはなかったものの、COVID-19 パンデミックに関して、国内家事労働者へ

の影響を調査した結果、使用者の帰国や失業による解雇、休職、自宅待機など経済的な打撃が明
らかとなった。また公共交通機関を使って使用者宅に移動し、密集状態となる市場で買い物をす
る家事労働者をウイルス・スプレッダーとみなす使用者から、差別的な扱いを受けているナラテ
ィブが得られた。なお、こうした処遇は受入国における移住家事労働者の経験と共通している。 
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